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浜松市市民提案による住みよい地域づくり助成事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、浜松市地域力向上事業実施要綱（以下「実施要綱」という。）第４条第１

号に規定する市民提案による住みよい地域づくり助成事業の補助金（以下「補助金」と

いう。）を、予算の範囲内において交付するものとし、その交付に関しては、浜松市補

助金交付規則（昭和５５年浜松市規則第１７号。以下「規則」という。）及びこの要綱

の定めるところによる。 

（補助事業者） 

第２条 この要綱において、補助事業者とは、補助金の交付を受けて補助事業を実施する

実施要綱第２条で規定する団体をいう。 

（対象となる助成事業） 

第３条 この要綱における助成事業（以下「補助事業」という。）とは、実施要綱第４条第

１号に規定する助成事業のうち、実施要綱第８条第１項の規定による決定を受けたもの

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、特定の個人又は提案団体のみが利益を受ける事業は補助事

業の対象外とする。 

（補助対象経費） 

第４条 この要綱による補助の対象となる経費は、補助事業の実施に要する経費（団体の

運営のための経費を除く。）であって、市長が当該補助事業の実施に必要があると認め

るものとする。 

２ 前項の補助の対象となる経費は、別表１に掲げるものとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、予算の範囲内で前条に規定する経費の２分の１以内（金額に千円

未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、限度額は２００万円とする。 

２ 地域力向上事業において前年度以前に交付実施した事業が再度又は再々度採択された

場合の補助率は、別表２によるものとする。ただし、市長が特に必要と認める場合は、

前項の規定のとおりとすることができる。 

３補助事業者は、補助事業者の責めに帰することができない、新型コロナウイルス感染症、

地震及び台風等の天災により、採択後事業が実施できない事業について、市長と協議の

上、事業を中止した場合は、当該年度の補助金の交付確定金額が 0円であったときに限

り、採択回数に含めない。 

４補助事業者は、令和２年度において新型コロナウイルス感染症により、採択後事業が実

施できない事業について、市長と協議の上、事業を中止した場合は、当該年度の補助金

の交付確定金額が 0円であったときに限り、採択回数に含めない。 

（交付の申請） 

第６条 団体が補助金の交付を申請する場合は、次に掲げる書類を、市長が定める期限ま

でに提出しなければならない。ただし、市長がやむを得ないと認める場合は、この限り
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でない。 

(1) 補助金交付申請書（第１号様式） 

(2) 事業・変更事業計画書（第２号様式） 

(3) 収支・変更収支予算書（第３号様式） 

(4) 暴力団排除に関する誓約書（様式第４号） 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付の決定及び条件） 

第７条 市長は、補助事業者から補助金の交付の申請があったときはこれを審査し、当該

申請が適当であると認めたときは補助金の交付を決定し、補助金交付決定通知書（第５

号様式）により、通知するものとする。なお、次の各号に掲げる事項を交付の条件とし

て付するものとする。 

(1) 補助金は、当該補助事業以外の目的に使用してはならない。 

(2) 補助事業の内容の変更又は経費の配分の変更（補助対象経費の総額の２０パーセン

ト以下の変更を除く。）をする場合は、あらかじめ市長の承認を得なければならない。 

(3) 補助事業が予定期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場合は、市長に報

告してその指示を受けなければならない。 

(4) 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を得なければならない。 

(5) 補助事業者は、補助金の収支に関する帳簿や領収書等の関係書類を、補助金を受け 

た年度終了後５年間、保管しなければならない。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（事業変更等の承認申請） 

第８条 前条第２号の規定に基づく承認の申請は、次に掲げる書類により行わなければな

らない。 

 (1) 事業変更承認申請書（第６号様式） 

 (2) 事業・変更事業計画書（第２号様式） 

 (3) 収支・変更収支予算書（第３号様式） 

２ 前条第４号の規定に基づく承認の申請は、事業中止・廃止承認申請書（第７号様式）

により行う。 

（事業変更等の通知） 

第９条 市長は、前条の規定により申請があった場合は、その内容を審査し、適当である

と認めたときは、変更の場合は補助金変更交付決定通知書（第８号様式）、中止・廃止

の場合は事業中止・廃止承認通知書(第９号様式)により通知するものとする。 

（事業の実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業完了の日から起算して６０日を経過した日又は補助事

業の開始日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、次に掲げる書類により、市長

に補助事業の実績報告をしなければならない。 

 (1) 実績報告書（第１０号様式） 

 (2) 事業実績書（第１１号様式） 
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 (3) 収支決算書（第１２号様式） 

(4) 事業経費の金額を証する書類 

（補助金の額の確定通知） 

第１１条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定の通知は、補助金交付確定通知書

（第１３号様式）による。 

（補助金の請求） 

第１２条 補助事業者は、前条による補助金交付確定通知書を受領した日から起算して７

日以内に、市長に対して請求書（第１４号様式）により補助金を請求するものとする。 

（概算払の承認申請） 

第１３条 補助事業者は、規則第１６条第２項の規定により補助金の概算払を受けようと

するときは、補助金交付決定通知書を受領した日から起算して７日以内に、補助金概算

払承認申請書（第１５号様式）に資金状況調（第１６号様式）を添えて市長に提出しな

ければならない。 

（概算払の承認） 

第１４条 市長は、前条の申請を受けた場合は、その内容を審査し、審査結果を、補助金

概算払承認・不承認通知書（第１７号様式）により申請者に通知するものとする。 

（概算払の請求手続き） 

第１５条 補助事業者は、前条による補助金概算払承認通知書を受領した場合は、概算払

請求書（第１４号様式）を市長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第７条の規定による交付決

定の変更又は全部もしくは一部の取消しをすることができる。 

(1) 補助事業実施団体が法令、条例、規則又は本要綱に基づく市長の処分若しくは指示 

に違反した場合 

(2) 補助事業実施団体が補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

(3) 補助事業の事業運営・経理の状況を審査し、不適当と認めた場合 

(4) 補助事業の完了により当該補助事業者に相当の収益が生じると認められる場合 

(5) 補助事業実施団体が補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても

適用があるものとする。 

３ 市長は、前２項の取消しに係る部分に対して補助金が交付されているときは、期限を

定めて当該補助金の全部又は一部の返還を命じるものとする。 

４ 補助事業者は、規則第１７条第１項の規定により補助金の交付の決定の取消しを受け、

補助金の返還の請求を受けたとき又は当該返還の期限までに納付しなかったときは、規

則第１８条の２の規定に基づき加算金又は遅延損害金を市に納付すること。 

（補助金の返還） 

第１７条 前条の補助金の返還命令の通知は、補助金返還命令書（第１８号様式）による。 
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附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行し、平成２７年度までの補助金に適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行し、平成２８年度から平成３０年度までの補

助金に適用する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行し、平成３０年度の補助金に適用する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年１２月１４日から施行し、平成３１年度から平成３２年度まで

の補助金に適用する。 

附 則 

この要綱は、令和２年１２月１４日から施行し、令和３年度から令和５年度までの補助

金に適用する。 
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別表１（第４条関係）

経費区分 備考 

報償費 団体構成員以外の出演者等に対する謝礼で、事業規模等に応じ、適正か

つ妥当な額とする。 

賃金 特定の技量を要する行為又は特別に役務の提供が必要と認められる場合

に、事業規模等に応じ、適正かつ妥当な人数・時間の範囲内で実施する

経費を対象とする。 

団体構成員及びアルバイトは、申請時点での静岡県最低賃金を原則とし、

団体構成員以外の実施するその他の資格及び特殊技能を要する業務は、

専門性に適した金額とする。 

旅費 宿泊費については、1名 1泊 10,200 円を上限とする。（食事代は対象外）

※ 宿泊しなければ事業の実施が困難であると認められる場合に限る。 

交通費については、出演者等との連絡調整、出演者等の旅費に係る経費

の実費負担分を補助対象とする。 

事業実施のための視察旅費は補助対象外とする。 

需用費 消耗品は単価 2万円（税込）未満のものを対象とする。 

食糧費は事業実施に必要と認められるものを対象とする。ただし、事業

主催者側（ボランティア含む）の飲食物は補助対象外とする。 

役務費  

委託料 事業全てを委託する場合は補助対象外とする。 

見積は原則３者以上から徴収するものとする。 

使用料及び

賃借料 

原材料費 特定の個人・団体のみが利益を受ける資産形成につながるものを除く。

※すべて事業実施に直接係る経費とする。 

※領収書を徴することができないものは補助対象外とする。 

※報償費及び賃金については、補助対象経費の総額の５０％を超えないものとする。た

だし、市長が特に必要と認める場合はこの限りではない。 

別表２（第５条関係） 

採択回数 補助率 

再度 ４０％以内 

再々度 ２５％以内 
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第１号様式（第６条関係） 

補助金交付申請書 

  年  月  日 

 （あて先）浜松市長 

所 在 地

団体の名称

代 表 者

役職・氏名 （署名又は記名押印してください。）

連絡先  ℡

 令和  年度において「地域力向上事業市民提案による住みよい地域づくり助成事業」

を実施したいので、補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

１ 事業名（                      ） 

２ 交付申請金額               円 

３ 概算払の有無    有   ・   無    

（該当するほうに○） 
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第２号様式（第６条・第８条関係） 

事業・変更事業計画書 

事業名  

事業主体名 

（共催、後援、協

力等） 

実施時期  年 月 日（ ） ～    年 月 日（ ） 

実施場所  

事業の目的 

＊何のためにその事業を実施したいのか、事業実施による効果を具体的に

記入 

事業の内容 

＊事業内容や特色を具体的に記入 

＊内容がわかる詳細資料を別途添付 

備考  

注）変更事業計画書の場合は、変更前の計画を上段に括弧書きし、変更後の計画を下段に記入

してください。 
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第３号様式（第６条・第８条）

収支・変更収支予算書 

１ 収入の部                              単位：円 

区分 予算額 経費内訳(単価・数量) 

補助金 
地域力向上事業補助金(市民提案による住

みよい地域づくり助成事業費補助金) 

計 

２ 支出の部                              単位：円 

区分 予算額 経費内訳(単価・数量) 

報償費 

賃金 

旅費 

需
用
費

役
務
費

委託料 

使用料及び賃借料 

原材料費 

計 

注）変更収支予算書の場合は、変更前の予算額を上段に括弧書きし、変更後の予算額を下段に

記入してください。 



9

第４号様式（第６条関係）

暴力団排除に関する誓約書 

浜松市市民提案による住みよい地域づくり助成事業費補助金の交付申請にあたり、下記

事項について誓約します。

また、浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会す

ることを承諾します。

記

１ 次に掲げる者のいずれにも該当しません。

（１）暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」とい
う。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。）

（２）暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）

（３）暴力団員等と密接な関係を有する者

（４）前３号に掲げる者のいずれかが役員等(無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査
役又はこれらに準じるべき者、支配人及び清算人をいう。)となっている法人その他
の団体

  年  月  日

浜松市長あて

             （誓約者）

              住所（所在地）

              氏名（名称及び代表者役職・氏名）                 

              （署名又は記名押印をしてください。）
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第５号様式（第７条関係）

浜松市指令○○第  号 

  年  月  日 

           様 

                     浜松市長   

                       （○○区扱い） 

補助金交付決定通知書 

   年  月  日付けで申請のあった「地域力向上事業市民提案による住み

よい地域づくり助成事業費補助金」について、浜松市補助金交付規則第７条の規定

により次のとおり条件を付して補助します。 

記 

１ 交付決定金額 

２ 条件 

(1) 補助金は、当該補助事業以外の目的に使用してはならない。 

(2) 補助事業の内容の変更又は経費の配分の変更（補助対象経費の総額の 20％以

下の変更を除く。）をする場合は、事業変更承認申請書によりあらかじめ市長

の承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場合は、市長

に報告してその指示を受けること。 

(4) 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を受けること。 

(5) 補助事業の事業運営・経理の状況を審査し、不適当と認めたときは、当該補助

金全部又は一部の返還を命ずる。 

(6) 事業完了後速やかに、実績報告書を市長に提出すること。 

(7) 浜松市補助金交付規則（昭和 55 年浜松市規則第 17 号。以下「規則」という。）に基

づく市長の指示に従うこと。 

(8) 補助事業の完了により当該補助事業者に相当の利益が生じると認められる場

合においては、当該補助金の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した

補助金の全部又は一部に相当する金額を市に納付すること。 

(9) 規則第 17 条第 1 項の規定により補助金の交付の決定の取消しを受け、補助金の返還の

請求を受けたとき又は当該返還の期限までに納付しなかったときは、規則第 18 条の 2

の規定に基づき、加算金又は遅延損害金を市に納付する。 

(10) 補助金の返還の請求を受け、当該補助金、加算金又は遅延損害金の全部又は一部を納付

しない場合、規則第 18 条の 3 の規定に基づき、他の交付すべき補助金についてその交

付を一時停止し、又は未納額との相殺をする場合がある。 

金 

百万 拾万 万 千 百 拾 円
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第６号様式（第８条関係） 

事業変更承認申請書 

  年  月  日 

 （あて先）浜松市長 

所 在 地

団体の名称

代 表 者

役職・氏名 （署名又は記名押印をしてください。）

連絡先  ℡

  年  月  日付け   第  号により補助金交付の決定を受けた「地域力向上

事業住みよい地域づくり助成事業」の計画を下記のとおり変更したいので、承認されるよ

う関係書類を添えて申請します。 

１ 事業名（                 ） 

２ 計画変更の理由 

 （変更を受けようとする補助金の額及びその根拠など） 

３ 変更内容 
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第７号様式（第８条関係） 

事業中止・廃止承認申請書 

  年  月  日 

 （あて先）浜松市長 

所 在 地

団体の名称

代 表 者

役職・氏名 （署名又は記名押印をしてください。）

連絡先  ℡

  年  月  日付け   第  号により補助金交付の決定を受けた「地域力向上

事業市民提案による住みよい地域づくり助成事業」の計画を下記のとおり 

中止   ・廃止 

したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。 

１ 事業名（                 ） 

２ 計画 （ 中止 ・ 廃止 ）の理由 
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第８号様式（第９条関係） 

 浜松市指令○○第  号 

  年  月  日 

              様 

                     浜松市長   

                       （○○区扱い） 

補助金変更交付決定通知書 

  年 月 日付け浜松市指令○○第  号をもって補助金交付決定した、「地域力向

上事業市民提案による住みよい地域づくり助成事業費補助金」交付決定額を次のと

おり変更交付決定します。 

記 

１ 変更交付決定金額 

２ 理由 

金 

百万 拾万 万 千 百 拾 円
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第９号様式（第９条関係） 

 浜松市指令○○第  号 

  年  月  日 

              様 

                     浜松市長   

                       （○○区扱い） 

事業中止・廃止承認通知書 

  年 月 日付け浜松市指令○○第  号をもって補助金交付決定した、「地域力向

上事業市民提案による住みよい地域づくり助成事業費補助金」交付決定事業の 

中止   ・   廃止 

を、下記のとおり承認します。 

記 

 （ 中止 ・ 廃止 ）事業名 

○○○○事業 
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第１０号様式（第１０条関係） 

実績報告書 

  年  月  日 

 （あて先）浜松市長 

所 在 地

団体の名称

代 表 者

役職・氏名 （署名又は記名押印をしてください。）

連絡先  ℡

   年  月  日付け浜松市指令   第   号により補助金交付の決定を受けた

「地域力向上事業市民提案による住みよい地域づくり助成事業」が完了したので、関係書

類を添えて報告します。 

事業名（                     ） 
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第１１号様式（第１０条関係） 

事業実績書 

事業名  

事業主体名 

（共催、後援、

協力等） 

実施時期  年 月 日（ ） ～     年 月 日（ ）  

実施場所  

参加人数 団体スタッフ   名 、参加者   名 

事業の成果 

（内容） 

（チラシ、プロ

グラム、写真、

新聞記事等の参

考資料を添付） 

＊具体的に記入 

備考 
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第１２号様式（第１０条関係） 

収支決算書 

１ 収入の部                              単位：円 

区分 決算額 予算額 
比較 経費内訳 

(単価・数量) 増 △減 

補助金 

地域力向上事業(市

民提案による住みよ

い地域づくり事業費

補助金) 

計 

２ 支出の部                              単位：円 

区分 決算額 予算額 
比較 経費内訳 

(単価・数量) 増 △減 

計 
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第１３号様式（第１１条関係） 

浜 ○ ○ 第   号 

  年  月  日 

              様 

                     浜松市長   

                       （○○区扱い） 

補助金交付確定通知書 

  年 月 日付けの実績報告書を審査した結果、下記の金額について、「地域力

向上事業市民提案による住みよい地域づくり助成事業費補助金」として確定します。 

記 

１ 交付確定金額 
金 

百万 拾万 万 千 百 拾 円
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第１４号様式（第１２条・第１５条関係） 

請求書（概算払請求書） 

金            円 

 ただし、  年  月  日付け   第   号により補助金交付の確定（概算払承

認）を受けた「地域力向上事業市民提案による住みよい地域づくり助成事業費補助金」と

して、上記のとおり請求します。 

  年  月  日 

 （あて先）浜松市長 

所 在 地

団体の名称

代 表 者

役職・氏名

連絡先  ℡

【振込先】 

金 融 機 関 名

口 座 種 別

(該当を〇で囲んでください)
普  通   ・  当  座 

口 座 番 号

口 座 名 義 フ リ ガ ナ

口 座 名 義
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第１５号様式（第１３条関係） 

補助金概算払承認申請書 

  年  月  日 

 （あて先）浜松市長 

所 在 地

団体の名称

代 表 者

役職・氏名 （署名又は記名押印をしてください。）

連絡先  ℡

   年  月  日付け   第   号により補助金交付の決定を受けた「地域力向

上事業市民提案による住みよい地域づくり助成事業費補助金」の概算払をされたく申請い

たします。 

記 

１ 概算払を必要とする理由 

２ 概算払を必要とする金額                  円 

３ 概算払を必要とする時期                  月 



21

第１６号様式（第１３条関係） 

資金状況調  

単位：千円 

   月別 

区分 月 月 月 月 月 月 月 計 

収
入
の
部

補助金 

計 

支
出
の
部

計 

差し引き残高
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第１７号様式（第１４条関係） 

浜松市指令○○第  号 

  年  月  日 

           様 

                     浜松市長   

                       （○○区扱い） 

補助金概算払 承認・不承認 通知書 

   年  月  日付けで申請のあった「地域力向上事業市民提案による住み

よい地域づくり助成事業費補助金」の概算払承認申請について審査した結果、下記

のとおり補助金の概算払を 

        承認   ・   不承認   いたします。

記 

１ 概算払をする金額 

２ 概算払をする時期 

３ 不承認の場合その理由 
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第１８号様式（第１７条関係） 

浜松市指令○○第  号 

  年  月  日 

           様 

                     浜松市長   

                       （○○区扱い） 

補助金返還命令書 

     年  月  日付け     第   号をもって交付額を確定し

た「地域力向上事業市民提案による住みよい地域づくり助成事業費補助金」につい

て、浜松市補助金交付規則第 18 条の規定により次のとおり返還を命ずる。 

記 

１ 返還を命ずる額 

２ 交付金額       金          円 

３ 交付年月日           年  月  日 

４ 返還を命ずる理由 

５ 返還期限            年  月  日 

金 

百万 拾万 万 千 百 拾 円


